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⻄⽇本を中⼼に
頻発する
直下地震

（連続災害） 時間的に近接する
⾸都直下地震

南海トラフ地震

（都市災害）

（広域災害）

択捉国後地震津波

⻑期間の
復旧・復興

国難災害に対する⾼いレジリエンスを備えた社会の実現に向けて
 21世紀前半の発⽣が予想される国難災害を乗り越えられる⾼いレジリエンスを備えた社会の実現を⽬指す。
 防災科研はあらゆる⾃然災害に対する予測⼒、予防⼒、対応⼒、回復⼒の総合的な向上を図る研究開発に取り組み、情報プロ

ダクツの提供及び防災科学技術に関する知の統合を推進する。

国難災害リスク︓21世紀前半の国難災害発⽣とその後の苦境
 気候変動に伴う極端気象の増加により、近年、気象災害が多発化・激
甚化・広域化している。また、未曽有の被害を引き起こす南海トラフ
地震は今後30年以内に70~80%の確率で発⽣すると⾔われており、⾸
都直下地震や頻発する各地の地震などによる災害を含め、近い将来必
ず起こる国難災害は不可避である。

 我が国が国難災害を受け⽌めきれずに復旧・復興が⻑期間にわたり、
最悪の場合には国家存亡の危機に瀕する可能性がある。

 残された時間で国難災害における被害の完全抑⽌は不可能であり、被
害を最⼩限に抑える（予防する）⼒に災害を乗り越え速やかに回復す
る⼒を加えた総合⼒「レジリエンス」を強化する必要がある。

2030/2050に向けてのビジョン

国難災害を乗り越えられる「⼀⼈ひとりが基礎的な防災⼒を持
ち、⾼いレジリエンスを備えた社会」の実現を⽬指す。
 ⼀⼈ひとりが防災に関する正しい知識に基づき必要な備えを施し、災
害時は命を守る適切な⾏動をとれるよう防災基礎⼒を強化

 公助の主体となる政府・⾃治体に加え、互助や、共助として特に事業
者等の事業継続性を強化

2020 2035 2050

のミッション

⾼いレジリエンスを備えた社会を実現するため、「情報プロダ
クツ」の提供、「知の統合」を推進する。

 研究開発成果の利活⽤によ
り、災害に対して国⺠の命
やくらしを守り、⽣活の安
定につながる事業継続に資
する情報「情報プロダク
ツ」を創出し、社会へ提供、
防災に関する⾏動を⽀援

 情報プロダクツの価値の最
⼤化を図るため様々な分野
との連携を深化、防災科学
技術に関する「知の統合」
を推進

 災害対応機関の救援等の活
動や個⼈⼀⼈ひとりの安全
確保の⾏動を⽀援

防災科研のアイデンティティ

令和元年台⾵19号
市町村ごとに
浸⽔した建物を
推定した結果

平成30年7⽉豪⾬
⼟砂災害危険度

（72時間実効⾬量）

ハザード（⾃然現象）の
脅威の増加

気象災害の
多発化・激甚化・広域化
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災害をリアルタイムで
観測予測するための研究開発

社会基盤の強靱性の
向上を⽬指した研究開発

災害リスクの低減に向けた基盤的研究開発

■マルチセンシングに基づく⽔災害予測技術の開発

■変容する雪氷災害の危険度把握と⾯的予測の融合研究

■情報の利活⽤に基づく災害対策に関する研究

様々な雪氷災害の再現

雪氷防災実験棟
（⼭形県新庄市）

耐⽔害住宅の検証実験

⼤型降⾬実験施設
（茨城県つくば市）

ゲリラ豪⾬
などを引き
起こす
積乱雲の発
達を早期に
予測するこ
とを⽬的に、
⽔蒸気･⾵･
雲を観測

気象レーダ等観測機器
（茨城県つくば市）

・これまで主に⽇本海側の積雪地域を対象として開発を進めてきた雪氷災害予測システムについて、太平洋側など
少雪地域でも突発的に発⽣する雪氷災害や⼈⼝密集地での集中降雪により⽣じる都市雪害なども対象とする
ことで、総合的雪氷災害対策を実現し被害の軽減に資する。
・降積雪特性の実況観測技術を⾼度化するとともに、観測値を取り込むことで雪氷災害の危険度予測をより⾼精
度化する技術を開発する。ステークホルダーと連携し、雪氷災害予測システムを⼀部社会実装すること等により、
その実⽤化を⾏う。

・防災科学技術の研究成果の「知」を情報として結集・共有する仕組を構築するとともに、災害対策の現場と常に
密接に関わりながら、災害対策に有効な情報プロダクツ⽣成技術とその利活⽤技術の研究開発を⾏う。
・各種⾃然災害に対する予防・対応・回復の対策の現場において、社会を構成する各セクター（国、⾃治体、
企業、NPO、地域コミュニティ、個⼈等）が、各種情報プロダクツを共有・利活⽤することで、的確な意思決定や
⾏動を執り、協働する、レジリエントな社会を実現する。

■ハザード・リスク評価に関する研究

■地震津波予測技術の戦略的⾼度化研究
■巨⼤地震発⽣メカニズム研究
■多⾓的⽕⼭活動評価に関する研究

■社会基盤の強靱性の向上を⽬指した研究開発

・激しい気象の早期検出技術、1時間先までのゲリラ豪⾬の予測技術、市町村単位での⻯巻注意情報の作成
技術、確率的な浸⽔予測技術、斜⾯崩壊・⼟⽯流危険 度の評価⼿法、台⾵が接近する6時間前までの潮
位・浸⽔情報の予測技術等の開発を⾏い、成果の社会実装を図る 。
・最先端のセンシング技術とシミュレーション技術を組み合わせ、⽔・⼟砂災害軽減のブレークスルーを⽬指す。

局地的豪⾬や⼟砂災害の再現

データ提供︓国⼟交通省、作図︓防災科研
地図情報は国⼟地理院地図（⾊別標⾼図）を使⽤

防災科研が取り組む基礎研究・基盤的研究開発

九州北部豪⾬時に観測された⾬雲の⽴体構造

防災科研クライシスレスポンスサイト（NIED-CRS）

雪下ろしのタイミングを知らせる雪おろシグナル

⾸都圏を中⼼とする
マルチセンシング

多発化・激甚化・広域化する極端気象災害に対する防災科研の取組
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災害現場で役⽴つ情報プロダクツの研究開発

基盤的防災情報流通ネットワーク
現場と研究をつなぐ「パイプラン」を実現し、現場も研究も効果最⼤化

情報作成・集約

災害現場で活動する災害対応機関への情報提供

企業
コンソーシアムデータベースA データベースB データベースC データベースD MOWLAS J-RISQ 実効⾬量 MPレーダ

A府 B省 C省 D県 E県 F所 防災情報サービスプラットフォーム

Information PipelineInformation Pipeline

基礎⾃治体
防災情報
システム

⺠間企業
防災情報
システム

SIP4D: Shared Information Platform for Disaster Management

情報収集

情報共有

リアルタイム
被害推定

災害時情報集約⽀援チーム

SIP4Dを活⽤し、⼤規模災害時
に災害情報を集約・地図化・提
供して、⾃治体等の災害対応を
⽀援する現地派遣チーム
（内閣府、防災科学技術研究所
で構成）

エスアイピーフォーディー

衛星画像

全国約2100点の
地震津波火山観測点情報

地震発生直後に揺れの状況や
震度遭遇人口の情報をコンパクトに提供

道路状況

建物被害推定



基盤的研究開発センター（７センター）
＜事業継続センター＞

＜性能検証センター＞

＜研究事業センター＞

理事⻑理事⻑

理事理事

監事

基礎研究部⾨（８部⾨）

南海トラフ海底地震津波観測網
整備推進本部

南海トラフ海底地震津波観測網
整備推進本部

戦略的イノベーション推進室戦略的イノベーション推進室

地震津波防災研究部⾨地震津波防災研究部⾨

⽕⼭防災研究部⾨⽕⼭防災研究部⾨

地震減災実験研究部⾨地震減災実験研究部⾨
⽔・⼟砂防災研究部⾨⽔・⼟砂防災研究部⾨

雪氷防災研究部⾨雪氷防災研究部⾨
マルチハザードリスク評価研究部⾨マルチハザードリスク評価研究部⾨

防災情報研究部⾨防災情報研究部⾨

災害過程研究部⾨災害過程研究部⾨

地震津波⽕⼭ネットワークセンター地震津波⽕⼭ネットワークセンター

総合防災情報センター総合防災情報センター

先端的研究施設利活⽤センター先端的研究施設利活⽤センター

気象災害軽減イノベーションセンター気象災害軽減イノベーションセンター
⽕⼭研究推進センター⽕⼭研究推進センター

⾸都圏レジリエンス研究センター⾸都圏レジリエンス研究センター
国家レジリエンス研究推進センター国家レジリエンス研究推進センター

（2019年4⽉１⽇現在）

企画課企画課

社会連携課社会連携課
研究推進課研究推進課

広報課広報課
国際課国際課

施設課施設課

総務課総務課

契約課契約課
経理課経理課

ICT統括室ICT統括室

企画部企画部

総務部総務部

監査室監査室

法務・コンプ
ライアンス室
法務・コンプ
ライアンス室

研 究
拠 点

雪氷防災研究センター
新潟県⻑岡市
1964.12〜

兵庫耐震⼯学研究センター
兵庫県三⽊市
2004.10〜

本所
茨城県つくば市
1963.4〜 ※1978.4に銀座から移転

新庄雪氷環境実験所
⼭形県新庄市
1969.10〜

基 本
情 報

昭和38(1963)年 4⽉ 国⽴防災科学技術センター設⽴
平成13(2001)年 4⽉ 独⽴⾏政法⼈化
平成27(2015)年 4⽉ 国⽴研究開発法⼈ 防災科学技術研究所に名称変更

組 織 図
名 称
略 称

職員数

ボウサイカケン エヌアイイーディ

国⽴研究開発法⼈ 防災科学技術研究所

防災科研 ・ NIED
理事⻑ 林 春男

理 事 安藤 慶明
監 事 佐藤 威 、 神野 紀恵（⾮常勤）

320名（うち研究職 161名、事務職159名）2019年10⽉1⽇時点

76億円（運営費交付⾦）2019年度

⽂部科学省

役 員

予 算

所 管
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防災科研の概要＜参考＞防災科学技術研究所の概要




